
電気通信大学・大学院情報理工学研究科・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２６１２

基盤研究(A)（一般）

2018～2015

市民・行政・専門家の連携による環境監視・減災支援基盤の構築と社会実装

Infrastructure Construction and Social Implementation for Support of 
Environmental Monitoring and Disaster Reduction by Cooperation of Citizens, 
Administration and Experts

６０１９７４１５研究者番号：

田中　健次（TANAKA, Kenji）

研究期間：

１５Ｈ０１７８８

年 月 日現在  元   ６ １３

円    30,500,000

研究成果の概要（和文）：放射線、PM2.5、CBRNEテロ（ダーティーボム）、ゲリラ豪雨による土砂災害等の環境
リスクを対象に、市民が多地点の環境を自発的に「測定」できる廉価な装置を開発、測定値とGPSとの連携によ
る位置情報の可視化により市民と行政組織（自治体・警察・消防・病院等）とで測定情報を「共有」できる仕組
みを実現、さらに専門家とのオンラインでの「議論」も可能となった。さらにそれらの仕組み構築のために開発
した訓練用シミュレータUSOTOPEの効果は極めて大きいことが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：For environmental risks such as radiation, PM2.5, CBRNE terrorism (dirty 
bomb), and landslides caused by heavy rain, we have developed an inexpensive device that allows 
citizens to voluntarily measure the environment at multiple points. In addition, by visualizing 
measured values and location information from linking GPS, we realized a mechanism that can share 
measured information between citizens and administrative organizations (local governments, police, 
fire departments, hospitals etc.). Moreover, online discussion with experts has become possible. The
 effect of the training simulator USOTOPE developed to build those mechanisms is extremely large.

研究分野：システム安全学、危機管理、環境科学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
生活環境を脅かす環境リスクに対し、行政任せではなく、個々の市民が自主的に現状を把握し問題を早期に発
見、行政や専門家との情報共有により、解決への行動を可能にする枠組みは、現代社会での実現が望まれる仕組
みと言える。そのための廉価な環境測定装置の開発、SNSやGPS、クラウドサーバー等最新の情報技術を活用した
情報共有のツールの提供は、仕組み実現に向け大きな一歩となる。さらにそれらを利活用する行政や専門家側の
訓練ツールとなるシミュレータUSOTOPEは極めて価値の高い成果物と言える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
放射線、PM2.5、CBRNE テロ（ダーティーボム）、ゲリラ豪雨による土砂災害など新しいタ

イプの環境リスクが顕在化している近年、共通課題として、①リスクを知るための測定に特別

な装置が必要、②数ｍオーダーの場所に依り危険度が大きく異なる、③避難の必要性などリス

ク判定に高度な専門知識が必要、の３点が挙げられるが、対応策は行政任せが現状である。 

放射線や PM2.5 については、それぞれ SPEEDI や SPRINTARS 等のシミュレータが研究開

発されてきたが、これらは一定高度の風向を元にした計算値のみで、実際の生活圏（地表、階

数、屋内外の別等）での汚染度を知ることはできない。また SAFECAST（MIT、慶應大学他）

や EpiCollect（英 ICL）など、放射線や環境測定情報を共有するためのプラットフォームが開

発・運用されているが、いずれも測定者の位置情報が公開される等セキュリティ上の配慮がな

されておらず、行政・自治体の情報共有基盤としては使えない。また災害時に SNS を活用す

る事例も現れてはいるが、組織だったものではない。 

上記の問題に対し、①廉価に多地点の環境を「測定」できる

装置の開発と市民への普及、②測定値を可視化し市民・行政で

「共有」する仕組み、③専門家とのオンラインでの「議論」の

実現が、それぞれ求められる。 

 
２．研究の目的 
 本研究では、環境リスクに対する参加型モニタリングの仕組

みを提案し、市民が測定の主体となることで多数の環境モニタ

リング情報を収集・可視化し、行政や専門家との共有・議論を

通して地域の環境監視と自主的な意思決定を可能とすることを目指す。これらビッグデータに

基づく防災計画、災害の予兆検知、自主行動を促進する新しい社会の枠組みを、半導体センサ

やスマートフォン等といった廉価な汎用技術基盤を基に構築する。さらに災害緊急対応時には、

新しい情報共有の枠組みを活用し、各行政組織（自治体・警察・消防・病院等）と多数の専門

家を集結させた新しい対応体制を実現させる(図１)ための課題を解決すべく、アクションリサ

ーチや実証実験を通して得られる知見を生かして、プラットフォーム技術のオープンソース化

と国際標準化を目指し、研究成果の早期社会実装を図るものである。 
 
３．研究の方法 

本プロジェクトは全国で活躍する７名の研究分担者と１名の研究協力者が３つのG（Group）
を構成し、G間での連携を深めながら活動を進めた。 

監視G1（田中、松野、石垣）は、環境監視に対する市民・行政の日常ニーズ（測定対象、求

める情報、精度、時間間隔、共有のモチベーション等）を調査、実装G3と連携し技術シーズと

マッチングした上で、情報の信頼性や安心感（トラスト）が得られ必要行動の決定が可能とな

る情報の共有化のあり方、プライバシー保護手法も含めたユーザインタフェース設計を検討、

情報共有システム全体のモデルを策定する。人間中心設計の観点からユーザビリティ評価を行

い、ハード・ソフト・SNS設計へフィードバックする。 
減災G2（盛武、土屋、千田、長谷川）は、組織を超えた情報連携を実現すべく、各部署・専

門家グループにヒアリングしながら、可視化手法、アクセス制御、セキュリティポリシー、関

連ガイドライン等に対する現場ニーズと問題点を明らかにする。環境影響、医学・救急医療、

テロ対策に関する専門的観点から、原子力災害、PM2.5、CBRNE テロのシナリオをそれぞれ

策定、ハザードを早期検出・情報共有するための利害関係者間の情報共有モデルを検討し、実

験実施に繋げる。 
実装G3（松本、植原）は、災害時の通信手段として注目されるスマートフォンを活用し、市

民が携帯可能なモバイル環境測定器のハード＆ソフトを開発、監視G1、減災G2と連携し、ハ

ード（半導体センサ～アプリ～無線ネットワーク）、データフォーマット、セキュリティ・信頼

性設計の要件を策定、スマートフォン接続型の放射線、PM2.5、地象センサネットを実装し、

性能や信頼性を評価する。 
 

４．研究成果 

最初の２年間は、互いに協調しながらも 3グループで独自の活動を進め、その成果を統合し

て環境測定を実施、測定結果の可視化も含め、その有用性と可能性についての検討を進めた。 

図１ 参加型の防災体制 



監視 G1 では、環境監視に関する欧米のプロジェクトの状況を知ると共に関与者との情報交

換を進め、情報共有のあり方、問題点などを検討し、行政へのヒアリングのための検討要件を

整理した。減災 G2 では、環境ハザードのケーススタディとして、まずは原子力災害に着目、

環境影響の評価やハザードの早期検出・情報共有のための初期検討を行い、関連する文献調査

等で情報収集しシナリオ策定に取り組んだ。また、放射性・核物質を用いたテロ時のシナリオ

を策定し、テロ対策における放射線センサの使用例を基にセンサ感度や堅牢性の仕様などを検

討した。さらに PM2.5 センサについても検討した後、PM2.5 と放射線のハイブリッド計測の

実データを得るために、高濃度粉塵かつ低放射線場として北九州の木材取扱い企業の製造現場

で環境測定を実施、モバイル測定により従来気付かなかった高濃度粉塵発生場所を特定するな

ど、作業環境測定への新たな有用性を確認した。 

実験に先立ち実装 G3 は、市民や企業管理者等が道路や工場内外で局所的に粒子密度の高い

場所での容易な計測を可能にするため、携帯性に優れたスマートフォン型のモバイル環境測定

器（放射線、PM2.5、気象センサ）

を試作、センサをマイコンに接続

することで PM2.5 濃度出力の読

み取りを可能にした。さらに位置

情報の同時計測のためのセンサ

モジュールと Androidタブレッ

ト用のソフトウェアを開発、GPS
データに紐付いた PM2.5 の測定

値をインターネット経由で取得

することで、地図上での PM2.5
データの可視化による情報共有

を実現した(図２)。 
減災G2では併行して医療被曝に着目、災害医療トリアージに資するX線撮影装置を開発し、

医療情報システムによる被曝線量管理や医療従事者の水晶体被曝評価に関する成果を英科学誌

等に発表した。また、CBRNE 災害医療対応セミナー等において、早期検出・情報共有のための

放射線センサの有効利用法を検討、実災害時と共に災害教育分野におけるセンサ活用の可能性

も明らかにした。さらに仮想放射線測定シミュレータ “USOTOPE” を開発、学生実習で活用

し、放射線計測器の取扱い仕様を洗練させると共に、警察、消防、海上保安庁の現場隊員の意

見に基づき、テロを含む災害訓練用デバイスとしての利便性向上のための改良を重ねた。 

一方監視 G1 では、市民・行政・専門家の連携が必要な水害情報にも対象を拡大、河川の水

位計専門家と共に、河川水流の可視化による一般市民への防災情報提供のあり方に取り組んだ。 

 
後半の２年では、放射線災害、環境汚染に対する市民と行政の連携に焦点を絞り、３グルー

プ合同で小型放射線測定システムを活用し実証実験・訓練を実施した。 
（1）放射線災害 

放射線災害に関しては、 ①テロ対策訓練、②放射線教育訓練、を実施した。 
① 警察/消防/海上保安庁のテロ対策訓練 

土屋・盛武・石垣・松本・植原を中心に、改良を重ねた USOTOPE を用いて、初動対応部

隊のテロ対策訓練を実施した。訓練は、放射線災害・テロリズムを想定し、警察・消防・救急・

高速鉄道株式会社等の協力を得てモノレールの駅にて実施、警察・市民・専門家の観点から課

題設定と分析を行った。 
放射線災害の訓練の特徴は、放射線量が場所により異なり、その値により取るべき行動が変

わる点である。従来の訓練では、予め定められたシナリオに従って実行動を進めることしかで

きなかったが、本訓練では、プロジェクトが開発した USOTOPE によるリアルな放射線計測

模擬値を基に、警察関係の隊員が自分の位置する場での計測値や、被災者各々の汚染度に基づ

き、ローカルに適切な行動を選択・実行するという新タイプの訓練を実施できた。放射線の量

や拡散方向などを自由に管理・設定できるため、テロ行動に対するリアリティある多様な行動

訓練を実施することができる。一方、全体を指揮する部門は、局所情報を基にグローバルな視

点から的確な行動を指示することが可能となり、現状の行動ルールの有効性の確認と共に、新

ルール導出の機会となるなど多くのメリットが確認できた。  

図２ 大気計測結果の可視化 



訓練後の現場（消防・救急・警察）へのヒアリングでも、USOTOPE のリアリティは非常に

高く、現実のテロ・災害事案に則した実践的な訓練が行えたことが評価された。さらに現場へ

のアクションリサーチから、システム面や訓練内容に関して今後の課題も抽出した。 
実災害時には USOTOPE を簡易計

測機に置き換え、真の値を計測しなが

ら現場と指揮組織が連携することが

想定される。そこでは、各隊員が計測

機器を身に付ける必要から、安価な機

器、低消費電力での測定や計測結果の

可視化も求められる。放射線に関する

機器開発では、身体への影響に関する

専門的知識が必須であり、千田、長谷

川らの協力の下、実装 G3（松本、植

原）は、それらの開発に取り組みデー

タ活用に様々なアイディアを投入し

た(図３)。 
②学生/市民レベルの放射線教育訓練 

盛武・石垣等は、放射線テロ対応訓練だけでなく、簡易測定器や USOTOPE の教育での利

用についても注目した。学生教育として、放射性物質の探索訓練をシナリオ立案から実施させ、

20～30m 程度のビル内での宝探しなど、USOTOPE の適用範囲も確認した。臨床放射性技士

や放射線専門医らの教育では、医療機器（透視装置等）周辺の放射線量を模擬的に計測させる

など、単なる教科書的な文字教育ではなく実際の放射線被爆のイメージ獲得への利用も可能と

なった。医療現場での被ばくとその防護法に関する知見を深め、放射線測定の臨床領域への成

果応用も模索、X 線透視装置向け測定器の開発や、医療従事者への生体影響も調査した。 
（2）環境汚染 

放射線災害で着目した新しい視点は、環境汚染や水害災害への対応での新しい方法をも生み

出した。環境汚染問題への取り組みでは、アフリカの中央に位置するルワンダ国を石垣、松本

らが訪問し、薪コンロ使用時の台所室内の空気汚染、PM に対する対策を試みた。簡易測定が

可能になれば、各家庭にて薪コンロからの PM 排出量をモニターすることで、住民の体内への

影響を抑えるための排気設備の必要性把握、排気口設置などへの関心を生み出すことが可能と

なる。 
これに先立ち、実装 G3 では太陽電池駆動定点環境測定器（傾斜、気象センサ）などを試作、

環境情報をセンサ・IoT 技術により測定・収集してクラウドサーバー上で可視化するシステム

について、ハード・ソフトの両面から研究開発を進めた。センサは温湿度、PM2.5、CO2など

を対象とし、無線方式は Wi-Fi 式の他に 3G 方式の無線モジュールでデータの間欠的アップロ

ードが安定に行える事などを確認した。 
そして開発した測定機器の導入に加え、太陽光発電を利用したシステム試験導入など PM 監

視モニター実現に向けた実験を、ルワンダの村長、行政機関や環境省・国連関係機関の協力の

下、一般家庭で実施した。今後、多くの家庭でのモニタリング実施が広まり、それらの観測結

果を行政が収集、状況を把握できれば、健康対策への行政対応に繋がることが期待される。 
PM2.5 等の環境問題に関しては、国内でも行政の協力を得て測定実験を行い、精度検証や分

析結果を学会発表、市民向け説明会も行った。仙台港周辺の石炭火力発電所の影響を小型計測

機器で測定し個人曝露量を評価、得られた結果を共有・議論するための市民ワークショップも

行った。この様子は現地ローカルニュースでも放映され、地域で高い関心があることが確かめ

られた。CO2測定は民間事業者と実証実験を行い、成果を労働衛生関係の学会で発表した。 
（3）水害災害 

水害情報分野に関しては、松野らが河川水流の可視化による一般市民への防災情報提供を試

み、防災シミュレーションツールを開発した。 
 

本研究では、放射線災害・テロや環境問題を念頭に、ローカルな状況での簡易測定器による

計測と長期利用のための低消費電力、データ活用のための可視化技術を開発した。測定結果を

用いたローカル対応と、それらを集積したグローバルな情報に基づく行政による対応、専門家

の介入が可能となり、市民・行政・専門家の間での関係を明らかにする新しい枠組みを構築で

きた。国際標準化には達していないが、その基本構想は得られた。 

図３ USOTOPE を用いた計測の訓練 



プロジェクト開始当初は、市民・行政・専門家の中の各二者間での関係に注目し、結果とし

て三者が結ばれるものと想定していたが、二者間での関係の背景には常に第三者が存在し、む

しろその第三者の存在を如何に考慮するかが重要なポイントであることが明らかとなった。 

実際，市民と行政との間では、行政側の各個人の生活環境に存在する問題点の早期把握と対

応が重要となるが、放射線や環境汚染問題では専門家の支援が不可欠であり、必要に応じて支

援を依頼するのではなく問題発見のプロセスから専門家が関与する仕組みが望まれる。また，

その行政と専門家の間でのやり取りの中では、常に市民の生活上での問題点の把握が必須とな

り、簡易計測による市民レベルでの情報提供が前提となる。市民の不安に対して専門家が直接

対応することは、現段階では実施されていないが、SNS の利用など最新のネットワーク技術を

活用することで可能となる。それらを信頼あるやり取りにするためには、背後での行政による

監視やファシリテートによる逸脱回避等の仕組みが必要である。 

 最終報告会では、フランス・ブルゴーニュ大学の Federico Tajariol 准教授を招き、研究成果

を全員で共有、災害発生時の SNS を利用した情報共有に関しては情報の信頼性など今後の課

題も指摘された。引き続きモデルの精緻化と共に社会への実装普及を目指し、国際標準化を実

現したい。 
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